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第１章  研究開発の概要 

１－１ 研究開発の背景・研究目的及び目標 

2011 年に発生した東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故を契機に、省エネルギーの強化と再生可

能エネルギーを主体とする分散電源導入の動きが加速している。資源エネルギー庁が刊行した平成27 年度

エネルギー白書によれば、我が国の産業部門では1970 年代の石油ショック以降省エネルギー化が進んで

おり、以来全体の最終エネルギー消費量がピークを迎えた2004 年に至るまで、産業部門の消費量はほぼ

横ばいで、その後は減少傾向である。したがって、家庭部門や業務他部門のエネルギー消費量や、それが全

体に占める割合は増加傾向である。すなわち、我が国における今後のエネルギー消費のトレンドを方向付け

る主要な要因として、両部門の動向が鍵を握っている。そこで、両部門に対する省エネルギーを推進する有

効な手段として、住宅/小規模商用ビル向けエネルギー管理システム（Energy Management System 以

下”EMS”）への期待が高まっている。 

EMS 開発において、その主要な要素の一つである電力変換装置に関しては小型化、低コスト化、高効率

化が重要な課題となっている。しかし、現状を鑑みると、これらの課題解決に向けた進捗は遅い。例を挙げ

ると、分散電源の種類が多様化して1 箇所に複数台の各種分散電源が設置されるにもかかわらず、各電源に

対して専用の電力変換装置が付属し、システムとしては小型化･低コスト化を阻害している。さらに、技術基

準及び認証制度が未整備であるため、系統連系に際し電源ごとに電力会社との連系協議が必要であるが、一

般に個別協議は２～３ヶ月を要することから、系統からの配電線と切り離して設置しており、設置工数や導

入コストが増加する。 

分散電源を有効に活用するためには、系統との電力協調が欠かせない。現在でも、太陽光発電の発電量が

需要量を上回る場合（休日の快晴時など）、発電側から系統への逆潮流（売電）を抑制しなければならず、太

陽光発電システムの導入に際し、出力抑制機能付きのパワーコンディショナーを設置するよう求められるケ

ースもある。将来的には、スマートグリッド（次世代送電網）において分散電源を導入する場合、EMS に

は系統側の情報を取り込むためのインターフェース（インターネットなど）が必須である。  

以上をまとめると、複数の分散電源を導入するに当たり、次の問題が存在する。 

１. 複数の電力変換装置と配電系統が必要となり、導入コスト・設置工数の増大、設置場所確保が困難 

２. スマートグリッドにおいては発電量や蓄電量、需要電力量などを常時監視するとともに、外部から

の情報に基づき潮流制御を行う必要がある 

本研究は、上記問題解決のための新たな技術を確立し、分散電源と電力系統の有機的な結合により、より

一層の再生可能エネルギーの導入とその有効活用に貢献することを目的とする。開発する新技術は、太陽光

発電、エネファームなどのガス熱電併給システムを導入したスマートハウス開発に関心を持つ EMS 設置業

者の強い要望でもある。 

【目標】 

以下の仕様・機能を具備する統合型双方向電力変換装置（図 1）を開発する。 

1. 4 回路の電力変換装置を一体化し、総合効率96％以上及び装置体積従来比1/3（0.1m3）以下 
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2. 双方向型昇降圧矩形波インバータ回路とマトリクスコンバータ（AC ｰ AC 直接変換）回路をAC

リンクを介して接続する構成とし、直流電源2 台以上での並列運転 

3. 系統連系に対応し、JET 認証取得 

4. 安定稼動、EMI 規格準拠 

5. インターネット等から電力系統側の情報を取り込む機能を実装する。EMS が電気料金情報や系統故

障等の電力系統情報や末端需給状況に基づき、各分散電源や逆潮流などに対し一元的、かつ自律的

に最適運用を行うためのアルゴリズムを搭載。本機能により電力コスト10%削減を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 研究体制 

 事業管理機関兼研究実施機関  よこはまティーエルオー株式会社 

 研究実施機関  株式会社ＡＣＲ（法認定中小企業） 

        国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

        学校法人 東京理科大学 

        国立大学法人 宇都宮大学 

 総括研究代表者（ＰＬ）  株式会社ＡＣＲ エレクトロニクス開発部 

               部長 秋山 和成 

 副総括研究代表者（ＳＬ） 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

              エネルギー･環境領域 安全科学研究部門 

              エネルギーシステム戦略グループ 

               主任研究員 安芸 裕久 

図 1 統合型双方向電力変換装置 
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よこはまティーエルオー株式会社 

氏名 所属･役職 摘要 

塚本 修巳 特別顧問  

鬼山 和彦 知財活用部門、スタッフ 管理員兼務 

稲光 教子 総務･経理部門 管理員 

 

株式会社ＡＣＲ 

氏名 所属･役職 摘要 

秋山 和成 エレクトロニクス開発部 部長 ＰＬ、管理員兼務 

樋口 久 エレクトロニクス開発部 チーフ  

末益 寛規 エレクトロニクス開発部  

敬 姣 エレクトロニクス開発部  

高野 直人 エレクトロニクス開発部  

市川 淳 エレクトロニクス開発部  

 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

氏名 所属･役職 摘要 

安芸 裕久 エネルギー･環境領域 安全科学研究部門 

エネルギーシステム戦略グループ 

主任研究員 

ＳＬ 

 

学校法人 東京理科大学 

氏名 所属･役職 摘要 

星 伸一 理工学部 電気電子情報工学科 教授  

水主村 賢吾 理工学研究科 電気工学専攻 修士課程  

 

国立大学法人 宇都宮大学 

氏名 所属･役職 摘要 

春名 順之介 工学研究科 電気電子システム工学専攻 助教  
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アドバイザー 

氏名 所属･役職 協力内容 

怡土 孝司 東日本ハウス株式会社（現 株式会社日本ハ

ウスホールディング） 

商品開発部 次長 

 

HEMS 普及促進についての助言 

若林 直樹 株式会社 山善 

東日本営業部 主任 

蓄電池事業、太陽光パネル事業者から

の要望についての助言 

 

１－３ 成果概要 

 統合型双方向電力変換装置の仕様を定め、試作機を完成させた。目標達成のために種々の施策を適用

したが、装置体積は0.114m3で目標値に若干未達。基板形状の最適化を行うことで、さらに 10%

以上の小型化が可能。 

 電源／負荷側変換部を構成する三相インターリーブ方式の双方向昇降圧DC-DC コンバータ回路に

おいて、当該方式における各相インダクタ電流の推定法を新たに考案、電流センサの員数を削減した。

また当該回路の変換効率を実機（原理検証機）で測定した結果、最大効率は98～99%に達した。当

該手法にかかる特許出願済。 

 系統側変換部を構成するマトリックスコンバータ（以下“MC”）の新規制御手法として、電圧形直

接形空間ベクトル変調法と転流アルゴリズムを考案した。シミュレーションにより当該手法が有効で

あることを示し、最大効率は97.8%という結果を得た。系統連系機能については、今後実装する。 

 初期段階においてスイッチング素子のモジュール化について検討を行ったが、構造とコスト・納期の

最適解を得るのが困難だったため、今後の課題とした。 

 電力需要データのデータベース化、予測手法開発支援ソフトウェア調達を行い、実績からの将来予測

手法の比較により、最適運用アルゴリズムの数式モデルを完成させた。 

 

１－４ 当該研究開発の連絡窓口 

株式会社ACR エレクトロニクス開発部 

 部長 秋山 和成 

電話：042-703-6007 

E-mail：k-akiyama@acr-ltd.jp 

 

mailto:k-akiyama@acr-ltd.jp
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第２章 本論（１）－複数入力統合型双方向電力変換装置の開発 

2－1 装置概要 

本装置の内部構成要素は、大きく電源/負荷側変換部と系統連系側変換部の二つに分けることができる。前

者は複数入力端子を有し、後者と高周波トランスを介して接続される。装置仕様を表 1 に示す。 

表 1  装置仕様 

直流入力 運転可能電圧範囲 180～250V（充電） 

180～450V（放電） 

回路数 4（絶縁） 

最大電流 25A（1 回路あたり） 

連系出力 電気方式 三相3 線（結線を問わない） 

定格電圧、周波数 AC202V±10% 50/60Hz 

定格容量 20kVA 

最大出力電流 60Arms 

総合効率 96%以上 

出力電流歪率 総合5%、各次 3%以下 

系統連系保護機能 系統過電圧、系統不足電圧、系統周波数上昇、周波数低下、

単独運転（FRT 対応） 

主回路方式 インバータ方式 自励式電圧形電流制御 

スイッチング方式 正弦波ＰＷＭ方式 

絶縁方式 高周波トランス絶縁方式 

 冷却方式 強制空冷 

 通信機能 CAN、Ethernet 

 寸法 W730mm × D734.8mm × H185mm 

 質量 約80kg 

環境仕様 使用場所 屋内 

使用温度範囲 ０～40℃ 

EMI 規格 VCCI classA/FCC classA 準拠 

 

2－2 電源/負荷側変換部（学校法人東京理科大学、株式会社ACR） 

本変換部は、どの入力にも双方向の昇降圧機能が必須であり、かつリップル電流の低減やインダクタの小

型化のため、三相インターリーブ方式の双方向昇降圧型 DC-DC コンバータ回路を採用した。制御のため一

定周期で各相の電流値を検知する必要があるが、従来技術では各相に電流センサを配置する（本回路では 3

素子になる）。しかし、当該センサは高コストな部品であることから、本研究では 1 素子のセンサを直流母
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線上に配置し、その検出値から各インダクタ電流を推測する手法を考案し、実験などにより有効性を確認し

た。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

本変換部とAC リンクとの接続のため、当該回路出力にフルブリッジインバータを配置し、高周波矩形波

生成する。 

 

2－2－１ 三相インターリーブ方式双方向昇降圧型DC-DC コンバータの動作原理 

まず、単相型回路の動作について説明する。回路図を図 2に示す。双方向降圧チョッパ回路と双方向昇圧チ

ョッパ回路が縦続接続されており、ゲート信号としてスイッチSa2、Sb2 にはそれぞれSa1、Sb1 のNOT

信号を与える。また、Sb1 の搬送波はSa1 に対して位相を180 °ずらして動作させる。今Va を入力、Vb 

を出力とし、Sa1 のデューティ比をd1、Sb1 のデューティ比をd2 と置く。Va 側から見たインダクタに

かかる電圧の周期平均値及び、Vb 側から見たインダクタにかかる電圧の周期平均値をそれぞれVave1、

Vave2 と置くと、それぞれ(2.1)、(2.2) で示される。 

Vave1 = d1Va     (2.1) 

Vave2 = (1-d2)Vb    (2.2) 

インダクタの巻線抵抗は無視できるものとして考えると、Vave1、Vave2 は等しくなるので(2.3)が成り

立つ。 

𝑉𝑉𝑏𝑏 = 𝑑𝑑1
1−𝑑𝑑2

𝑉𝑉𝑎𝑎      (2.3) 

式(2.3) より出力Vb は入力Va に対して昇圧、降圧どちらの動作も可能である。また、入力をVb、出力を

Va とした場合にも昇降圧動作が可能であり、双方向で昇降圧が可能である。 

L1 RbC2
Va

Vb

Sa1

Sa2 Sb1

Sb2

iL1C1

d1

d21-d1

1-d2

 

図 2：双方向昇降圧型 DC-DC コンバータ 

 

つづいて、三相とした場合の回路図を図 3 に示す。単相型3回路を並列接続し、各レグのスイッチングの

周波数を120 °ずらして動作させる。入力電流のリプルは各相のインダクタ電流のリプルが重畳されたもの
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となるので、スイッチングの周波数を120 °ずらして動作させることで各相のインダクタ電流リプルが打ち

消し合い、入出力の電流リプルが低減される。 

L1

L2

L3

R1

R2

R3

RbC2
Va

Vb

Sa1 Sa2 Sa3

Sa4 Sa5 Sa6 Sb1 Sb2 Sb3

Sb4 Sb5 Sb6

iL1

iL2

iL3

C1

 
図 3：三相インターリーブ方式双方向昇降圧型 DC-DC コンバータ 

 

入力電流のリプルは鉛蓄電池やリチウムイオン電池の寿命や劣化に悪影響を及ぼすため、入力電流リプルの

低減はこれらの二次電池の劣化抑制に繋がる。また直流リンク部分に流れる電流が分流され、単相の場合と比

較して個々のインダクタのコアを小さくすることができるため、回路装置の小型化が期待される。しかし実際

のインダクタには個体差があり、インダクタンスが等しい場合であっても巻線抵抗のばらつきが原因となり、

並列に接続した各相のインダクタ電流は等しくならない。ここで各相のインダクタの巻線抵抗をRL1～RL3 と

し、Sa1～Sa3のデューティ比をda1～da3、Sb1～Sb3のデューティ比をdb1～db3 とする。この時、図 3に示

す回路の入力をVa、出力をvb とし、各スイッチがオン時とオフ時の状態を考慮して平均化した状態方程式を

(2.4)に示す。 
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𝑣𝑣𝑏𝑏

� +

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝑑𝑑a1
𝐿𝐿
𝑑𝑑a2
𝐿𝐿
𝑑𝑑a3
𝐿𝐿
0 ⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

𝑉𝑉a  (2.4) 

ここで、定常状態においては(2.4) の左辺の微分項を0 とみなせるので、右辺の第一項目を移項して(2.5) 

が得られる。 

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡−

𝑅𝑅𝐿𝐿1
𝐿𝐿

0 0 −1−𝑑𝑑b1
𝐿𝐿

0 −𝑅𝑅𝐿𝐿2
𝐿𝐿

0 −1−𝑑𝑑b2
𝐿𝐿

0 0 −𝑅𝑅𝐿𝐿3
𝐿𝐿

− 1−𝑑𝑑b3
𝐿𝐿

1−𝑑𝑑b1
𝐶𝐶

1−𝑑𝑑b2
𝐶𝐶

1−𝑑𝑑b3
𝐶𝐶

− 1
𝐶𝐶𝑅𝑅b ⎦

⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

�

𝑖𝑖𝐿𝐿1
𝑖𝑖𝐿𝐿2
𝑖𝑖𝐿𝐿3
𝑣𝑣𝑏𝑏

� =

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝑑𝑑a1
𝐿𝐿
𝑑𝑑a2
𝐿𝐿
𝑑𝑑a3
𝐿𝐿
0 ⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

𝑉𝑉a  (2.5) 
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式(2.5)を解くと、定常状態におけるインダクタ電流iL1～iL3 と出力電圧vb は(2.6)、(2.7)で表される。 

⎩
⎪
⎪
⎪
⎪
⎨

⎪
⎪
⎪
⎪
⎧
𝑖𝑖𝐿𝐿1 = 𝑉𝑉a

𝑅𝑅𝐿𝐿1

�𝑑𝑑a1�1−𝑑𝑑b2�−𝑑𝑑a2�1−𝑑𝑑b1���1−𝑑𝑑b2�
𝑅𝑅𝐿𝐿2

+
�𝑑𝑑a1�1−𝑑𝑑b3�−𝑑𝑑a3�1−𝑑𝑑b1���1−𝑑𝑑b3�

𝑅𝑅𝐿𝐿3
+𝑑𝑑a1𝑅𝑅b

�1−𝑑𝑑b1�
2

𝑅𝑅𝐿𝐿1
+
�1−𝑑𝑑b2�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿2
+
�1−𝑑𝑑b3�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿3
+ 1
𝑅𝑅b

𝑖𝑖𝐿𝐿2 = 𝑉𝑉a
𝑅𝑅𝐿𝐿2

�𝑑𝑑a2�1−𝑑𝑑b1�−𝑑𝑑a1�1−𝑑𝑑b2���1−𝑑𝑑b1�
𝑅𝑅𝐿𝐿1

+
�𝑑𝑑a2�1−𝑑𝑑b3�−𝑑𝑑a3�1−𝑑𝑑b2���1−𝑑𝑑b3�

𝑅𝑅𝐿𝐿3
+𝑑𝑑a2𝑅𝑅b

�1−𝑑𝑑b1�
2

𝑅𝑅𝐿𝐿1
+
�1−𝑑𝑑b2�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿2
+
�1−𝑑𝑑b3�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿3
+ 1
𝑅𝑅b

𝑖𝑖𝐿𝐿3 = 𝑉𝑉a
𝑅𝑅𝐿𝐿3

�𝑑𝑑a3�1−𝑑𝑑b1�−𝑑𝑑a1�1−𝑑𝑑b3���1−𝑑𝑑b1�
𝑅𝑅𝐿𝐿1

+
�𝑑𝑑a3�1−𝑑𝑑b2�−𝑑𝑑a2�1−𝑑𝑑b3���1−𝑑𝑑b2�

𝑅𝑅𝐿𝐿2
+𝑑𝑑a3𝑅𝑅b

�1−𝑑𝑑b1�
2

𝑅𝑅𝐿𝐿1
+
�1−𝑑𝑑b2�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿2
+
�1−𝑑𝑑b3�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿3
+ 1
𝑅𝑅b

(2.6) 

𝑣𝑣b =
𝑑𝑑a1(1−𝑑𝑑b1)

𝑅𝑅𝐿𝐿1
+𝑑𝑑a2(1−𝑑𝑑b2)

𝑅𝑅𝐿𝐿2
+𝑑𝑑a3(1−𝑑𝑑b3)

𝑅𝑅𝐿𝐿3
�1−𝑑𝑑b1�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿1
+
�1−𝑑𝑑b2�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿2
+
�1−𝑑𝑑b3�

2

𝑅𝑅𝐿𝐿3
+ 1
𝑅𝑅b

 (2.7) 

ここでda1～da3 にはda、db1～db3 にはdb のデューティ比を与えたとすると、各相のインダク

タに流れる電流は(2.8) で表される。 

⎩
⎪
⎪
⎨

⎪
⎪
⎧𝑖𝑖𝐿𝐿1 = 𝑑𝑑a𝑉𝑉a

𝑅𝑅𝐿𝐿1�1+𝑅𝑅b(1−𝑑𝑑b)2� 1
𝑅𝑅𝐿𝐿1

+ 1
𝑅𝑅𝐿𝐿2

+ 1
𝑅𝑅𝐿𝐿3

��

𝑖𝑖𝐿𝐿2 = 𝑑𝑑a𝑉𝑉a

𝑅𝑅𝐿𝐿2�1+𝑅𝑅b(1−𝑑𝑑b)2� 1
𝑅𝑅𝐿𝐿1

+ 1
𝑅𝑅𝐿𝐿2

+ 1
𝑅𝑅𝐿𝐿3

��

𝑖𝑖𝐿𝐿3 = 𝑑𝑑a𝑉𝑉a

𝑅𝑅𝐿𝐿3�1+𝑅𝑅b(1−𝑑𝑑b)2� 1
𝑅𝑅𝐿𝐿1

+ 1
𝑅𝑅𝐿𝐿2

+ 1
𝑅𝑅𝐿𝐿3

��

   (2.8) 

式(2.8) よりデューティ比da1～da3 が等しく、デューティ比db1～db3 も等しい時、各相のインダクタの巻

線抵抗のばらつきによってインダクタ電流が不平衡になることがわかる。各相のインダクタ電流が不平衡とな

ると、回路の各部分での損失の偏りによって回路動作が不安定となる恐れがある。従って、デューティ比da1

～ da3、db1～db3 を制御しインダクタ電流を平衡化する必要がある。また、DC-DC コンバータは出力電圧

を後段に接続する機器に適した電圧値に変換する必要がある。式(2.7) より出力電圧についても、所望の出力

電圧を得るためにデューティ比da1～da3、db1～db3 を制御する必要がある。 

 

2－2－2 インダクタ電流制御 

図 4に従来の方式である個別電流検出方式でのセンサ配置を示す。図 5に直流リンク部分に電流センサを、

Vb に電圧センサをそれぞれ取り付けた、提案方式である一括電流検出方式でのセンサ配置を示す。図 6に入

力をVa、出力をVb とした時の本研究で用いる出力電圧、及びインダクタ電流制御のブロック図を示す。電圧

指令値Vb
* と出力電圧Vb の偏差をとり、PI 制御によりインダクタ電流の指令値iref を決める。続いてインダ
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クタ電流の指令値iref と各相のインダクタ電流iest1~iest3の偏差をとり、PI 制御によりPWM制御の指令値を決め

各相のスイッチング信号を生成する。 

L1

L2

L3

R1

R2

R3

RbC2
Va

Vb

Sa1 Sa2 Sa3

Sa4 Sa5 Sa6 Sb1 Sb2 Sb3

Sb4 Sb5 Sb6

iL1

iL2

iL3

C1

Voltage 
sensor

 
図 4：個別電流検出方式 

L1

L2

L3

R1

R2

R3

RbC2
Vb

Sa1 Sa2 Sa3

Sa4 Sa5 Sa6 Sb1 Sb2 Sb3

Sb4 Sb5 Sb6

iL1

iL2

iL3

Current sensor

C1

Voltage 
sensor

 

図 5：一括電流検出方式 

PI

PI

PI

PI

120deg
delay

60deg
delay

240deg
delay

300deg
delay

0.8

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

+
-

Vb
*

Vb

iref
*

iest1

iest2

iest3

da1

da2

da3

Sa1,Sa4

Sa2,Sa5

Sa3,Sa6

Sb1,Sb4

Sb2,Sb5

Sb3,Sb6

Triangle 
wave 
carrier

db1

db2

db3

limitter

180deg
delay

Vb_err iL1_err

iL2_err

iL3_err

limitter

limitter

limitter

limitter

limitter

 
図 6：出力電圧、及びインダクタ電流制御のブロック図 
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降圧動作時、昇圧動作時それぞれのデューティ比の決定の方法として、降圧動作時にはdb1～db3 を0.1で固

定しda1～da3 を制御し、昇圧動作時にはda1～da3 を0.9で固定しdb1～db3 を制御する。先に述べた通り入

力電圧、出力電圧の関係は(2.7)で表され、降圧動作時、昇圧動作時においてデューティ比を上記の値で固定し

て動作させることで、昇圧比の広い範囲で安定した昇降圧動作が可能となる。昇圧動作時にda1～da3を0.9で

固定するのは、以降で述べる各相のインダクタ電流推定に起因している。図 6でda1～da3の値から0.8を減算

しdb1～db3の値としている部分は、da1～da3が0.9 となる時にdb1～db3が0.1となり、昇降圧動作の切り替

わりをシームレスに行うためである。 

図 6より各相のインダクタ電流を制御するには、各相のインダクタ電流値を知ることが不可欠である。従来

法では、図 4に示すように各相に電流センサを配置するため、回路の並列数が増えるとそれと同数の電流セン

サが必要となる。そこで、本研究では図 5に示すように直流リンク部分に電流センサを一つ配置して電流検出

を行い、インダクタ電流の平衡化制御を行う。直流リンク部分にはSa1～Sa3 のデューティ比、並びに検出の

タイミングによっては各相のインダクタ電流を個別に検出することができるが、すべての範囲で各相のインダ

クタ電流を個別に検出することはできない。従って検出した直流リンク部分の電流から各相のインダクタ電流

iest1～iest3を推定する必要がある。 

 

2－2－3 インダクタ電流推定法 

直流リンク部分に設置した電流センサでは、直接的に各相のインダクタ電流を検出することができない。そ

こで、スイッチSa1～Sa3の各相の搬送波が上頂点、または下頂点となるタイミングにおける、Sa1～Sa3 のオ

ンオフ状態と電流センサに流れる各相のインダクタ電流の関係に着目し、各相のインダクタ電流の推定を行う。

推定方法は、Sa1～Sa3 のデューティ比da1～da3に依存して、以下の2つの方法に分類できる。 

図 7にスイッチSa1～Sa3 のデューティ比da1～da3がすべて2/3 以下の場合のスイッチング信号と電流を

検出するタイミングを示す。なお、iD1、iD2、iD3 は各相の搬送波が下頂点となるタイミングで検出した電流セ

ンサの電流である。スイッチSa1～Sa3のデューティ比がすべて2/3 以下の時、各相の搬送波が下頂点となる

タイミングにおいて、電流センサには常に搬送波が下頂点となった相のインダクタ電流のみが流れる。図 8に

スイッチSa1～Sa3のデューティ比がすべて2/3 以下の時における、スイッチSa1の搬送波が下頂点となるタイ

ミングの各スイッチの導通・非導通状態を示す。このときスイッチSa1のみがオンとなるため、電流センサに

はiL1のみが流れる。その他の相についても同様に考えると(2.9)に表す式によって、各相のインダクタ電流の

直流値を推定することができる。ただし、iest1、iest2、iest3は推定した各相のインダクタ電流である。この検出

方法を以下、下頂点検出法と呼ぶ。 

�
𝑖𝑖est1 = 𝑖𝑖𝐷𝐷1 = 𝑖𝑖𝐿𝐿1
𝑖𝑖est2 = 𝑖𝑖𝐷𝐷2 = 𝑖𝑖𝐿𝐿2
𝑖𝑖est3 = 𝑖𝑖𝐷𝐷3 = 𝑖𝑖𝐿𝐿3

    (2.9) 
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Sa1

Sa2

Sa3

ON

OFF
ON
OFF
ON
OFF

Carriera1 of Sa1 Carriera2 of Sa2 Carriera3 of Sa3

iD1

Modulation
Signal

iD2iD3  

図 7：スイッチング信号と電流検出のタイミング(スイッチ Sa1～Sa3 のデューティ比 da1～da3がす       

べて 2/3 以下の場合) 

 

L1

L2

L3

RL1

RL2

RL3 Rb

C2
Va Vb

Sa1 Sa2 Sa3

Sa4 Sa5 Sa6 Sb1 Sb2 Sb3

Sb4 Sb5 Sb6

C1

current sensor

iL1

iL2

iL3

 
図 8：各スイッチの導通・非導通状態(スイッチ Sa1の搬送波が下頂点となる場合) 

 

図 9にスイッチSa1～Sa3 のデューティ比da1～da3がすべて2/3 以上の場合のスイッチング信号と電流を

検出するタイミングを示す。スイッチSa1～Sa3のデューティ比がすべて2/3以上の時、各相の搬送波が下頂点

となるタイミングにおいて、スイッチSa1～Sa3すべてのスイッチがオンとなり、電流センサにiL1～iL3 の三相

が重畳された電流が流れる。従って、スイッチSa1～Sa3 のデューティ比da1～da3がすべて2/3 以上の場合、

下頂点検出法では各相のインダクタ電流を推定することができない。 
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OFF
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Carriera1 of Sa1 Carriera2 of Sa2 Carriera3 of Sa3
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Modulation
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図 9：スイッチング信号と電流検出のタイミング(スイッチ Sa1～Sa3 のデューティ比 da1～da3がす 

   べて 2/3 以上の場合) 

 

図 10にスイッチSa1～Sa3のデューティ比da1～da3がすべて1/3 以上の場合のスイッチング信号と電流を

検出するタイミングを示す。なお、iU1、iU2、iU3は各相の搬送波が上頂点となるタイミングで検出した電流セ

ンサの電流である。スイッチSa1～Sa3のデューティ比がすべて1/3 以上の時、各相の搬送波が上頂点となる

タイミングにおいて、電流センサには常に搬送波が上頂点となった相以外の二相分のインダクタ電流が重畳さ

れた電流が流れる。図 11にスイッチSa1～Sa3のデューティ比がすべて1/3 以上の時における、スイッチSa1

の搬送波が上頂点となるタイミングの各スイッチの導通・非導通状態を示す。このときスイッチSa2、Sa3がオ

ンとなるため、電流センサにはiL2、iL3が重畳された電流が流れる。その他の相についても同様に考えると(2.10)

が成り立つ。 

�
𝑖𝑖𝑈𝑈1 = 𝑖𝑖𝐿𝐿2 + 𝑖𝑖𝐿𝐿3
𝑖𝑖𝑈𝑈2 = 𝑖𝑖𝐿𝐿1 + 𝑖𝑖𝐿𝐿3
𝑖𝑖𝑈𝑈3 = 𝑖𝑖𝐿𝐿2 + 𝑖𝑖𝐿𝐿1

    (2.10) 

式(2.10)より三相分のインダクタ電流の直流値は(2.11)で表すことができる。 

𝑖𝑖𝐿𝐿1 + 𝑖𝑖𝐿𝐿2 + 𝑖𝑖𝐿𝐿3 = 𝑖𝑖𝑈𝑈1+𝑖𝑖𝑈𝑈2+𝑖𝑖𝑈𝑈3
2

   (2.11) 

式(2.10)、(2.11) より三相分のインダクタ電流の直流値から二相分のインダクタ電流の直流値を引くこと

で、一相分のインダクタ電流の直流値を得ることができる。従って、(2.12)によって各相のインダクタ電流の

直流値を推定することができる。 

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧𝑖𝑖est1 = 𝑖𝑖𝑈𝑈1+𝑖𝑖𝑈𝑈2+𝑖𝑖𝑈𝑈3

2 − 𝑖𝑖𝑈𝑈1

𝑖𝑖est2 = 𝑖𝑖𝑈𝑈1+𝑖𝑖𝑈𝑈2+𝑖𝑖𝑈𝑈3
2 − 𝑖𝑖𝑈𝑈2

𝑖𝑖est3 = 𝑖𝑖𝑈𝑈1+𝑖𝑖𝑈𝑈2+𝑖𝑖𝑈𝑈3
2 − 𝑖𝑖𝑈𝑈3

   (2.12) 
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ただし、(2.12) は各相のインダクタンスがほとんど等しい場合において成り立つ。この方法を以下、上頂

点検出法と呼ぶ。 

Sa1

Sa2

Sa3

ON

OFF

ON

OFF

ON

OFF

Carriera1 of Sa1 Carriera2 of Sa2 Carriera3 of Sa3

iU1 iU3 iU2

Modulation
Signal

 

 

図 10：スイッチング信号と電流検出のタイミング(スイッチ Sa1～Sa3 のデューティ比 da1～da3が 

すべて 1/3 以上の場合) 

 

L1

L2

L3

RL1

RL2

RL3
Rb

C2Va Vb

Sa1 Sa2 Sa3

Sa4 Sa5 Sa6 Sb1 Sb2 Sb3

Sb4 Sb5 Sb6

C1

current sensor

iL1

iL2

iL3

 

図 11：各スイッチの導通・非導通状態(スイッチ Sa1の搬送波が上頂点となる場合) 

 

図 12にスイッチSa1～Sa3 のデューティ比da1～da3がすべて1/3以下の場合のスイッチング信

号と電流を検出するタイミングを示す。スイッチSa1～Sa3のデューティ比がすべて1/3以下の時、

各相の搬送波が上頂点となるタイミングにおいて、スイッチSa1～Sa3すべてのスイッチがオフとな

り、電流センサには電流が流れない。従って、スイッチSa1～Sa3 のデューティ比da1～da3がすべて

1/3以下の場合、上頂点検出法では各相のインダクタ電流を推定することができない。 
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図 12：スイッチング信号と電流検出のタイミング(スイッチ Sa1～Sa3 のデューティ比 da1～da3が 

すべて 1/3 以下の場合) 

 

以上よりスイッチSa1～Sa3のデューティ比が1/3 以上、2/3 以下の範囲では下頂点検出法、上

頂点検出法どちらの検出法を用いても、各相のインダクタ電流値を推定することができるため、2つ

の推定法を上記の範囲で切り替えることで、全昇圧比の範囲において各相のインダクタ電流の直流

値を推定することが可能となる。図 13にインダクタ電流推定の切り替え方法を示す。検出法の切り

替わり付近でのチャタリングを防止するため、2つの検出法の適用範囲が重なっていることを利用し、

切り替わりのしきい値にヒステリシス幅を設ける。従って、図 13に示すように下頂点検出法から上

頂点検出法に切り替わる場合はしきい値を0.6 とし、上頂点検出法から下頂点検出法に切り替わる

場合はしきい値を0.4 となるように設定した。 

0 0.4 0.6 1

Bottom point detection method Top point detection method

maximum hysteresis error 
High level thresholdLow level threshold

 

図 13：インダクタ電流推定の切り替え方法 

 

2－2－4 実験結果 

三相インターリーブ方式双方向昇降圧型DC–DCコンバータの、直流リンク電流検出によるインダクタ電流

平衡化制御の有効性を、双方向の昇降圧動作で検証するために実験を行った。放電方向動作時は図 3、充電方
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向動作時は図 14に示す回路でそれぞれ実験を行った。実験パラメータは表 2に示す。放電方向動作時の下頂

点検出法適用時には降圧動作、上頂点検出法適用時には昇圧動作で実験を行った。また、充電方向動作時の下

頂点検出法適用時には昇圧動作、上頂点検出法適用時には降圧動作で実験を行った。なお、実際には電圧指令

値Vb
*に対し出力電圧Vb が高くなると充電方向動作となるが、本実験では電流指令値irefを直接与え実験を行

った。 

スイッチングデバイスにはDAWIN Electronics 社製IGBT (Insulated Gate Bipolar Transistor)Module 

DM2G50SH6N を用いた。また、電流センサはホール式電流センサであるLEM 社製Current Transducer 

LA55-P を用いた。コントローラにはAltera 社製FPGA(Altera Cyclone V SX 5CSXFC5C6U23C7N) 

を搭載したFPGA ボードHelio を使用した。電流、電圧値をコントローラに入力するためにHUMANDATA 

社製4CH 絶縁型AD/DA ボードUTL-103 をFPGA ボードに接続し電流、電圧値を読み込んだ。前述した

制御の演算部分はソフトウェアコアCPU(Altera Nios II embeddedprocessor) にC 言語でプログラムを記

述し、キャリア信号生成からゲート信号生成までをハードウェア記述言語VHDL(Very high speed 

integrated circuit Hardware DescriptionLanguage) で記述し実装した。 

L1

L2

L3

RL1

RL2

RL3Rload

C2
Va Vb

Sa1 Sa2 Sa3

Sa4 Sa5 Sa6 Sb1 Sb2 Sb3

Sb4 Sb5 Sb6
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iL1

iL2
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図 14：充電方向動作時の回路図 

放電方向動作時における下頂点検出法適用時、及び上頂点検出法適用時のインダクタ電流波形をそれぞれ図 

15に示す。同条件における、制御を行わなかった場合の各相のインダクタ電流値、制御を適用した場合の各

表 2：実験回路パラメータ 
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相のインダクタ電流値、及び推定した各相のインダクタ電流値を表 3に示す。インダクタ電流について、下頂

点検出法適用時において制御を行わなかった場合、最大で0.13 A の差があるが、制御を適用した場合、最大

で0.08 A の差に改善される結果を得た。上頂点検出法適用時においては制御を行わなかった場合、最大で

0.14 A の差があるが、制御を適用した場合、最大で0.04 A の差に改善される結果を得た。 

 

 

(a) 下頂点検出法におけるインダクタ電流波形 

 

(b) 上頂点検出法におけるインダクタ電流波形 

図 15：放電方向動作時における実験結果 
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(a) インダクタ電流値 (下頂点検出法) 

 

(b) インダクタ電流値(上頂点検出法) 

 

図 16 に充電方向動作時における下頂点検出法適用時、及び上頂点検出法適用時のインダクタ電流波形を

それぞれ示す。同条件における、制御を行わなかった場合の各相のインダクタ電流値、制御を適用した場合

の各相のインダクタ電流値、及び推定した各相のインダクタ電流値を表 4 に示す。インダクタ電流につい

て、下頂点検出法適用時において制御を行わなかった場合、最大で0.17 A の差があるが、制御を適用した

場合、最大で0.02 A の差に改善される結果を得た。上頂点検出法適用時においては制御を行わなかった場

合、最大で0.27 A の差があるが、制御を適用した場合、最大で0.11 A の差に改善される結果を得た。 

 

表 4：充電方向動作時における各インダクタ電流値 

(a) インダクタ電流値 (下頂点検出法) 

 

(b) インダクタ電流値 (上頂点検出法) 

表 3：放電方向動作時における各インダクタ電流値 
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(a) 下頂点検出法におけるインダクタ電流波形 

 

(b) 上頂点検出法におけるインダクタ電流波形 

図 16：充電方向動作時における実験結果 

 

以上より、三相インターリーブ方式双方向昇降圧型DC-DC コンバータについて、直流リンク電流検出に

よるインダクタ電流推定法を適用し、双方向の昇降圧動作でインダクタ電流平衡化制御の有効性を確認でき

た。 

 

２－２－5 効率 
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図 17 は、前項での実験において入力電圧は100V とし、出力電圧と出力電力を変化させた場合の効率

特性を測定した結果である。変圧比が小さいほど、また同程度の変圧比であれば昇圧より降圧の方が効率が

高くなる傾向があることがわかった。さらにシミュレーションにより高効率化のための検証を行ったところ、

入出力電圧を一定とした場合、入力側スイッチと出力側スイッチのデューティ比によって効率が変化し、最

高効率となるデューティ比を選択し動作させることで、高効率動作が可能であるという結果が得られた。 

 

２－３ 系統連系側変換部 （国立大学法人宇都宮大学、株式会社ACR） 

２－３－１ 概要 

系統連系側変換部には、AC を直接AC に変換することで、直流電力をプールするための大容量キャパシ

タを必要としないMC 回路を採用した。中間にDC を介さないことから、従来より電力の変換回数が減少し

損失低減が期待できるうえ、キャパシタレスのためメンテナンス性が向上し製品寿命が延ばすことができる。 

高周波出力の制御方式としては電流形と電圧形があるが、電流形では効率の低下が懸念されるため、本装

置では電圧形を採用した。 
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Srv Ssv Stv

r
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t

Vin

Vin_pwm

u Vout:

v
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図 17：出力電圧と出力電力を変化させた場合の効率特性（入力電圧 100V） 
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図 18：マトリックスコンバータ回路図 

 

電圧形三相/単相高周波リンクMC は図 18 に示す構成となっており、入力電源を商用三相交流電源、出

力側に高周波の矩形波電圧源が接続された構成となる。このとき、MC は入力の三相交流電圧に合わせた三

相交流電圧が印加されるように制御する必要がある。同時に、出力側の高周波矩形波電圧源にあわせ、入力

電力と出力電力が一致するよう、出力側に矩形波電流を出力しなければならない。以上に示した入出力同時

制御は、従来のAC/DC/AC 電力変換装置などでも行われているが、MC 方式独自の問題点として以下の3

点が挙げられる。 

1. 入出力が交流であるため、電圧、電流が時間によって時々刻々と変化すること 

2. エネルギーバッファが存在しないため、入出力の瞬時電力の制御が難しいこと 

3. 出力側が高周波リンクであるため、従来の直流または低周波の交流の制御と比較すると、周波数が非常に

高いこと 

これらの問題を解決するため、入力電圧と出力電流の同時制御を実現するための電圧形直接形空間ベクトル

変調法を提案し、シミュレーションベースで検討を行って有用性を確認した。またスイッチング素子の損失解

析も行った。 

 

２－３－２ 制御手法 

直接型空間ベクトル変調法とは、高周波矩形波である出力電圧源から入力側の三相交流電圧を得るために、

MC がある瞬間に取り得るすべてのスイッチング動作(スイッチングパターン)を求め、高周波矩形波電圧とス

イッチングパターンの関係から、スイッチングパターンに対応した制御される三相交流電圧を計算し、三相交

流→静止座標変換を行い、これを図示することでMC の動作を可視化し、図的に三相交流電圧を制御する方式

である。 

図 19 に三相/高周波リンクMC 瞬時空間ベクトル図を示す。●はMC がある瞬間に出力可能な瞬時入力電

圧のベクトルの先端を示し、矢印(→)は、MC の入力電圧の制御に必要な入力電圧指令値である。直接型空間

ベクトル変調法では、●が作る6 つの正三角形に対して、入力電圧指令ベクトル(→)が当該正三角形のいずれ

かに必ず位置することから、その正三角形の中で入力電圧指令ベクトルが合成できるよう、瞬時入力電圧ベク

トルの出力時間を変化させて瞬時入力電圧の長さを等価的に変化して、入力電圧指令ベクトルを表現する方式

である。これにより、MC の入力側の制御が行えるようになる。 

一方、MC の出力側には高周波矩形波電圧源が接続されているが、図 19 には高周波矩形波電圧源の情報が

直接的には現れない。特に、従来の三相/三相MC では、出力側の交流を制御するためにはもう一つ瞬時空間

ベクトル図を用意して、2 つの瞬時空間ベクトル図から入出力の同時制御を行わなければならなかった。しか

し、三相/高周波リンクMC の場合、出力の高周波矩形波電圧は正負の変化では振幅が変化せず、符号のみの

変化となる。これを瞬時空間ベクトル図上で考えると、正負の変化はそのまま入力電圧指令ベクトルの矢印を

反転させたことに等しい。従って、提案する電圧形直接型空間ベクトル変調法では、出力側の高周波 
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図 19：三相/交流波リンクマトリックスコンバータの瞬時空間ベクトル図 

 

矩形波電圧の正負それぞれに対して、入力電圧指令ベクトルを合成することで、MC の入出力同時制御が達成

される。これによって、入力側には三相交流電圧が印加し三相交流電流が流れ、出力側には高周波矩形波電流

が自動的に出力される。 

MC は、入出力の瞬時電力の同時制御が大前提であり、入力の三相交流電圧に対して、力率 1 の三相交流電

流制御が可能である。また、出力の高周波矩形波電圧に対し、同期した高周波矩形波電流が出力されていなけ

ればならない。さらに、入力電流波形、出力電圧波形はひずみのない正弦波または矩形波に制御する必要があ

る。従って、シミュレーションで検討しなければならない点は以下の 4 点である。 

1. MC の入出力電力が瞬時で一致すること 

2. MC の入力電流波形、出力電圧波形がひずみなく制御できること 

3. MC の入力電流波形が入力電圧波形に同期し、かつ入力力率が 1 であること（電圧、電流の位相差か

ら判別する） 

4. 高周波矩形波電圧に同期した高周波矩形波電流が出力されていること 

電圧形三相/高周波リンクMC に電圧形直接型空間ベクトル変調法を適用し、シミュレーションにてその動

作を確認した。図 20 にシミュレーション結果を示す。左図は入力電圧の周波数をベースとした観測波形、右

図は高周波矩形波電圧の周波数をベースとした観測波形であり、それぞれ、上から順に、入力三相交流電圧、

入力三相交流電流、出力高周波矩形波電圧、出力高周波矩形波電流を示す。 

まずは上記項目の2. を検討する。左図より、三相入力電圧波形と三相入力電流波形が位相を180deg 反転

した波形となっており、三相交流電流の正弦波制御、ならびに、入力力率 1 制御(入力側から見ると回生動作

している)が確認できる。入力電流波形に高周波のリプルが重畳しているが、これはフィルタに用いている素子

を最適化することで対処可能である。一方、出力側の動作を見てみると、高周波で動作していることから、右
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図の波形からは動作を判断できないため、左図中の赤線で囲った点で波形を拡大した右図で出力側動作を確認

する。 

図 20 右より、出力側の動作を見ると、高周波矩形波電圧の符号反転に同期して、高周波矩形波電流が出力

されていることが確認できる。高周波矩形波電流波形の振幅が変化しているのは、MC が入力電圧指令ベクト

ルに応じてスイッチングパターンを随時変化させることによって入力電流の接続層が変わっているためであ

り、この高周波矩形波電流波形の振幅変化によって、MC の直接型空間ベクトル変調法による動作が確認でき

る。また、入出力の電力を計算すると瞬時値で一致していることから、確認すべき事項をすべて満足している。

以上より、電圧形直接型空間ベクトル変調法の有用性が確認された。 

 

   
図 20：シミュレーション結果（左）入力電圧波形（右）高周波矩形派電流 の観測結果 

 

２－３－３ スイッチング素子の損失解析 

MC には交流電圧/電流をPWM 制御するため、使用される半導体素子を双方向の電流が制御可能な双方向

スイッチの構成にする必要がある。このとき、双方向スイッチには、逆阻止 IGBT と呼ばれる半導体素子を使

用することで、MC の損失を低減できることから、逆阻止 IGBT がMC には広く用いられる。一方、近年盛ん

に研究されている次世代半導体素子として、スイッチング時間が非常に短く、低損失化が期待されるSiC 

MOS-FET についても、本事業で用いる三相/単相MC では比較検討された例がないため、SiC MOS-FET

についても同時に検討した。損失比較では、スイッチング周波数及び装置体積と損失が密接な関係にあること

から、スイッチング周波数を変化させた場合の損失、効率の割合について検討した。 

表 5 に解析条件を、図 21 に逆阻止 IGBT と SiCMOS-FET の損失解析結果を示す。ここで用いたSiC 

MOSFET は、解析を行った平成27 年当時、Rohm 株式会社が販売していた製品の中で、オン抵抗RDS(on)
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が最も低い素子(SCH2080KE)での値を採用している。損失解析より、スイッチング周波数が 50kHz 以

下では逆阻止 IGBT の方が損失が小さく、効率が高いことがわかる。一方、50kHz ではSiCMOS-FET の

方が損失は小さくなる。これは、逆阻止 IGBT のスイッチング周波数が20kHz 辺りで限界となることと、

SiCMOS-FET のスイッチング損失が小さく、高周波で動作しても問題なく動作可能なためである。 

表 5：解析条件 

出力 200Vac、5kW 

SiC MOSFET 

 ＋ SBD 

RDS(on) 80mΩ ID = 10A 

VSD 1.3V  IS = 10A 

Eon 

Eoff     

0.218 mJ 

0.064mJ 

VDD = 600V 

ID = 10A 

RB-IGBT VCE(sat) 2.45V IC = 85A 

Eon     

Eoff     

4.7 mJ 

2.4 mJ 

VCC = 400V 

IC = 85A 

図 21：逆阻止 IGBT と SiCMOS-FET の損失解析結果 

２－３－４ 転流 

MC の転流動作に着目すると、最も基本的な4 ステップ転流を行う場合、電圧の大小関係情報を参照する電

圧転流では高周波矩形波電圧を参照する必要がある。 

一方、電流の符号情報を参照する電流転流では三相側電流を参照する。電圧転流の場合、電圧は正負の高周

波矩形波となるため、三相/三相マトリックスコンバータと比較すると単位時間あたりの大小関係の変動回数

が大きく、転流発生のタイミングによっては転流失敗する可能性が非常に高くなる。しかし、符号が切り替わ

るまでの半周期においては理想的には電圧符号が切り替わることはないため、この間で転流を行う場合に限っ

ては理論的に転流失敗が発生しない。対して、電流転流は商用周波数で符号が変化するため転流失敗の可能性

が少ないが、符号切り替え時には電圧転流の組み合わせによって転流失敗を低減できる可能性を持つ。よって、

電圧転流と電流転流を組み合わせた転流方式を開発し、動作の確認を行った。 

２－３－２のスイッチング動作を転流動作の観点から解析したところ、各上下アームのスイッチング信号は

全
損
失[W

] 
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必ず1制御周期にデューティが50：50となるようにスイッチングすることがわかり、転流動作開発のベース

としている三相/三相マトリックスコンバータの転流動作を比較したところ、転流動作で特に注意しなければ

ならないショートパルス現象が発生しないことがわかった。転流動作の検証（図 22）により、転流動作に失

敗がないことを確認した。 

以上の転流動作を実装したシミュレーション結果を図 23 に示す。先述の転流動作を導入して転流失敗が

起こらないこと、また、三相側の電流が所望の正弦波に制御できていることから、転流動作も含めた三相電流

制御が達成できた。 

 

 
図 22：開発した転流の動作検証図 
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図 23：転流動作を含めたシミュレーション結果 

 

２－４ 平成２８年度試作（株式会社ACR） 

２－４－１ 経緯 

当初はすべての電力変換回路を１枚の基板に配置し目標体積の達成を試みたが、生産性・信頼性・メンテ

ナンス性を鑑み、当該構造は量産に不適であると結論づけた。改めて各変換回路ごとに基板を分離する構造

で再検討したところ、次項の方策などにより目標達成の目処が立ったため、当該構造に変更して開発を行っ

た。 

２－４－２ 小型化の方策/検討 

 ２－２に記載したように、双方向昇降圧型DC-DC コンバータについては電流センサを通常３素子配

置するところ、１素子に削減した。 

 基板間の接続に、極力基板・コネクタを用いて各基板を密着させた。 

 系統への直流流出を防止するため、三相交流では発/蓄電デバイスと系統間に絶縁トランスの配置が

系統連系規程によって義務付けられている。商用周波数では当該トランスが大型になるので、直流を

高周波矩形波に変換し高周波リンクを形成することにより、当該トランスを小型化した。また１入力

１出力の絶縁トランス４台ではなく、４入力１出力の絶縁トランス１台を配置することとした。 

 配線の低インダクタンス化も重要である。インダクタンスが高いとサージ電圧が高くなり、スイッチ

ング素子保護やノイズ対策が必要となり、その分基板も大きくなる。パワー回路のプリント基板にお

いては、低インダクタンス化のために10 層板とし、内層の銅厚は175μm とした。また、すべて

の接続する素子間距離が最短となるよう部品を配置した。 
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 初期段階においてスイッチング素子モジュール化の検討を行ったところ、構造とコスト･納期の最適

解を得ることができず、次回再検討することとした。今回は標準品の富士電機製RB-IGBT を採用し

て開発を行った。 

これらの方策を適用して試作した製品が図 24 である。 

 

 
図 24：製品内部 

 

電力系基板について、低ノイズ化（前述）も考慮しつつ最大限の小型化を図った結果、装置の幅･奥行きは

それぞれ730mm、734.8mm となった。 

装置上部に配置した制御基板は、電力系基板と同時期に設計を行ったため、基板形状に関して最適化が不

十分となった。その結果、装置高さが目標値186mm（体積値から逆算）を若干オーバー (212mm) し、

体積は0.114m3となり目標未達となった。当該基板の位置を下げるため形状の最適化を行い（図 25 左）、

双方向インバータ基板に3 つある最背高部品のフィルムコンデンサと干渉する部分に穴を開けて再設計し

たところ、装置高さ185mm（体積0.0998 m3）となり目標を達成できる見込みとなった。製品概観イメ

ージを図 25 右に示す。 

双方向 DC-DCコンバータ+矩形派インバータ 

上（奥）に向かって同ユニットが 4 台並んでいる 

MC 

高周波トランス 
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図 25：最適化後の製品イメージ  

フィルムコンデンサ 

（1 回路あたり 3 個） 
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第３章 本論（２）－最適運用アルゴリズムの開発（国立研究開発法人 産業技術総合研究所） 

3－1 最適運用アルゴリズムの構築 

住宅の負荷の消費パターンを自動的に学習し、住宅の電気料金が低減できる蓄電池及び EV の最適運用手法

の開発に向けて、蓄積された過去の需要実績データから翌日の一時間単位の電力需要を予測する手法を確立し

た。電力の需要は曜日、時間ごとにユーザの生活パターンによる規則性を持つことから、蓄積された過去の需

要実績データを用い、翌日の一時間単位の電力需要を予測する。この予測データに基づき、時間帯によって電

気料金が変わる時刻別料金制度下で、安い時間帯に電力を蓄え、電気料金が高い時間帯には蓄電池からの電力

を供給して、電気料金を削減できるような運用スケジュールを計算する。この際、蓄電池の容量制約や電気自

動車の充電完了時刻（使用予定時刻）などを制約条件として取り入れる。 

手順としてまず、電力需要データ（6 戸4 年間、産業技術総合研究所保有）を整理してデータベース化を行

い、次に予測手法開発支援ソフトウェアを調達、それらデータとソフトウェアとを用いて過去の同時刻需要の

平均やサポートベクターマシンなどの統計的手法による予測手法を比較、数式モデル（図 26）を完成させた。 

 

３－２ ユーザーの経済的価値に関する調査 

米国におけるデマンドレスポンス（DR）とネガワット市場や、我が国におけるＤＲの取り組みやネガワ

ット市場の整備状況などについて平成 28 年度に調査を行い、本装置を用いて電力系統協調を行うことが、

エンドユーザーにとっての経済的価値につながることが判明した。ただし、電力系統協調サービスの提供と、

対価としてのインセンティブ受け取りに関する詳細については、ネガワット市場の設計や運用状況を見守る

必要があり、現時点では不明確である 

またエンドユーザーによるネガワット市場とのアクセスには、アグリゲータの介入が想定される。本装置

としては、インターネット等を介して受信したアグリゲータからの情報により電力系統協調を行う機能を実

装するべきであると結論した。 
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図 26：最適運用アルゴリズム（モデル） 

最適運用アルゴリズム（モデル）

入力

蓄電池
（時刻tの充放電量）

電気自動車
（時刻tの充電量）

太陽光発電
（時刻tの発電量）

電気自動車
（出発時刻・充電量）

電力需要
（時刻tの需要量）

電気料金
（時刻tの電気料金）

出力

最適運用モデル

入力データを基に蓄電池とEVの最適運用を求める
毎日23時に将来24時間の運用を求める

最適運用アルゴリズム（モデル）

目的関数 電力費用最小

電力購入(t)＝ 電力需要(t)ー 太陽光発電(t)＋ EV充電(t)＋ 蓄電池充放電(t)

電力費用= Σ電力購入(t) ×電気料金(t)

EV_SOC(t) = EV_SOC(t-1)＋ EV充電(t)

EV_SOC(t)≧ EV充電要求量（t=出発時刻）

（蓄電池充放電(t)：充電を正、放電を負）

蓄電池SOC(t) = 蓄電池SOC(t-1) ＋ 蓄電池充放電(t)

蓄電池蓄電容量kWh≧ 蓄電池SOC(t)≧ 0

蓄電池充電容量kW≧ 蓄電池充放電(t)

EV充電容量kW≧ EV充電(t)

EV蓄電容量kWh≧ EV_SOC(t)≧ 0

制約式

下線：設備容量
青字：計算で決定
赤字：外部から与える
緑字：外部／予測

EV_SOC(0) = EV_SOC初期値

蓄電池SOC(0) = 蓄電池SOC初期値
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第4 章 全体総括 

４-１ 成果 

これまでのEMS に対応した電力変換装置は複数の電力源に対して個別に付属されており、導入コストや

設置場所の確保などの理由により川下事業者がEMS 導入を断念するというケースが少なくない。本研究に

おいて複数電力源を統合し、大幅な小型化を実現した双方向電力変換装置を開発したことにより、住宅産業

などに対しEMS 導入やスマートハウスの普及を後押しすることが可能であると考える。当該装置の総合効

率については目標値の一歩手前にまでさしかかっており、今後研究開発を進める上での重点課題である。 

 

４-２ 課題 

 高効率化 

双方向インバータにおいて、入出力電圧を一定とした場合、入力側スイッチと出力側スイッチのデューテ

ィ比によって効率が変化することがシミュレーションにより判明しており、高効率となるデューティー比の

条件を検証する。 

解析によると損失の70%がスイッチング素子によるものであり、ソフトスイッチングなどの対策が必要。 

冷却方式について、今回の試作では強制空冷としたが、これを自然空冷（ファンレス）として製品寿命を

さらに延ばすため、総合的な高効率化を目指す。 

 系統連系機能の実装 

MC の制御手法について提案したが、系統連系機能は未実装である。系統連系評価用基板と系統連系評価

装置による検証を実施し、本機能の実現に必要な技術要件はすでに抽出済み。 

 横流防止技術開発 

MC に2 台のインバータを高周波トランスを介して接続し、1 台のインバータの電圧を1%低くした場合

の横流動作確認の様子を図 27 に示す。1%のずれでも横流が非常に大きく流れており、電圧の誤差を防ぐ

手法や、その他横流抑制方法について引き続き調査/検討する。 
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図 27：横流動作（左）モデル（右）シミュレーション結果 

 

４-３ 事業化展開 

アドバイザーによると、本事業開始当初のEMS 市場における蓄電池を含めたスマートハウス(HEMS)案

件は新規建設案件の１～２％程度であり、普及の進捗は極めて遅い。従前課題となっていた小型化と低コス

トを本装置で実現し、特に導入費用を従来の1/2 ほど（3 種類電源を導入した場合）に低減すれば、導入

実績が10％以上向上すると期待する。それに加え、HEMS 全体の販売を底上げすることにより、5 年目以

降は2 割以上の導入を見込んでいる。 

また、本装置は我が国のスマートグリッド構想の促進によって導入補助の対象となる可能性を有し、か

つ平成24 年に経済産業省の蓄電池戦略プロジェクトでも提言されているスマートグリッド社会等の分散

電源の促進に寄与できるなど、これらの相乗効果による販売数量の増加も期待する。 

本装置は、HEMS のみならず、BEMS、MEMS（マンション向けエネルギー管理システム）といった今

後のスマートグリッド構築に不可欠な技術要素である。直流-高周波交流変換部の並列構成により最大

50kW 程度のシステムを構築し、BEMS や MEMS に加え小規模店舗等への電力管理システムの導入も促

進できる。 


